
平 成 ２１ 年 度

（第４５事業年度）

財団法人　四国電気保安協会

　 収支決算書及び財産目録



 － １ － 
 

決 算 の 概 要 

 

 

１．収支(正味財産増減)の概要 

 平成２１年度の経常収益は、調査業務手数料が受託業務量の増加により、前年度に比

べ１,０８１万円増の５億６,４６０万円となったが、保安業務手数料が受託件数の減少

により、前年度に比べ１,４０９万円減の４０億９,８１２万円となった。 

 これに受取利息や雑収益を加えた経常収益合計は、ほぼ前年度並みの４７億７,５３

１万円となった。 

 一方、経常費用は、業務の効率化や事業全般にわたる諸経費の削減に努めたが、退職

給付費用、調査業務を始めとする業務システム再構築費用及び高知支部建物建替えに伴

う固定資産除却費用の増加などにより、前年度に比べ５億４,０３６万円増の５２億７,

７７３万円となり、経常収益から経常費用を差し引いた当期経常増減額は、前年度に比

べ５億４,１６０万円減の△５億２４２万円となった。 

 

 また、経常外費用は、前年度は土地の減損損失２,８０７万円を計上していたが、当

年度は経常外費用が発生しなかったことから、当期経常増減額と当期経常外減少額を合

計した税引前当期一般正味財産増減額は、前年度に比べ５億１,３５２万円減の△５億

２４２万円となった。 

当年度の法人税等は、法人税等調整額が△１億２,８６９万円となったことなどから、

前年度に比べ３億４,０１１万円減の△１億３,３１９万円となった。 

 

 以上の結果、当期一般正味財産減少額は、前年度に比べ１億７,３４１万円増の△３

億６，９２４万円となった。 

 

 

２．財産(資産、負債及び正味財産)の状況 

 平成２１年度末の資産総額は、固定資産の減少などにより、前年度末に比べ３億２,

４５５万円減の７１億７,２６６万円となった。 

 

 負債総額は、流動負債の増加などにより、前年度末に比べ４,４６９万円増の１０億

８,４８６万円となった。 

 

以上の結果、当年度末の正味財産は、前年度末に比べ３億６,９２４万円減の６０億

８,７７９万円となった。 



（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１） 経常収益

調 査 業 務 手 数 料 564,600,294 553,789,648 10,810,646 

保 安 業 務 手 数 料 4,098,115,537 4,112,208,433 △14,092,896 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 64,475,381 69,050,412 △4,575,031 

雑 収 益 48,117,288 41,495,491 6,621,797 

 経　常　収　益　計 4,775,308,500 4,776,543,984 △1,235,484 

（２） 経常費用

調 査 業 務 費 596,830,458 515,023,836 81,806,622 

保 安 業 務 費 4,269,388,414 3,844,354,123 425,034,291 

広 報 業 務 費 110,936,982 85,000,174 25,936,808 

管 理 費 300,577,484 292,995,269 7,582,215 

 経　常　費　用　計 5,277,733,338 4,737,373,402 540,359,936 

    当 期 経 常 増 減 額 △502,424,838 39,170,582 △541,595,420 

２．経常外増減の部

（１） 経常外費用

減 損 損 失 -    28,071,110 △28,071,110 

 経常外費用計 -    28,071,110 △28,071,110 

    当 期 経 常 外 減 少 額 -    △28,071,110 28,071,110 

　　税引前当期一般正味財産増減額 △502,424,838 11,099,472 △513,524,310 

　　法人税、住民税及び事業税 2,026,500 2,066,000 △39,500 

　　過年度法人税還付額 △6,529,562 -    △6,529,562 

　　法人税等調整額 △128,685,210 204,857,000 △333,542,210 

　　当期一般正味財産減少額 △369,236,566 △195,823,528 △173,413,038 

　　一般正味財産期首残高 6,457,028,674 6,652,852,202 △195,823,528 

　　一般正味財産期末残高 6,087,792,108 6,457,028,674 △369,236,566 

Ⅱ  正味財産期末残高 6,087,792,108 6,457,028,674 △369,236,566 

科 目

正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成２１年４月  １日から

平成２２年３月３１日まで

－ ２ －



（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　　　減 当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ  資産の部 Ⅱ  負債の部

804,635,922  857,165,621  △52,529,699  240,863,261  124,855,567  116,007,694  

156,007,553  148,390,431  7,617,122  478,351,054  487,118,421  △8,767,367  

180,010,195  67,968,000  112,042,195  22,768,921  21,118,136  1,650,785  

2,131,104  1,350,961  780,143  50,632,233  51,231,296  △599,063  

△4,216,863  △3,907,387  △309,476  　流　動　負　債　合　計 792,615,469  684,323,420  108,292,049  

　流　動　資　産　合　計 1,138,567,911  1,070,967,626  67,600,285  

268,715,869  323,225,025  △54,509,156  

有 価 証 券 200,000,000  200,000,000  -     23,533,000  32,627,000  △9,094,000  

    基　本　財　産　合　計 200,000,000  200,000,000  -     　固　定　負　債　合　計 292,248,869  355,852,025  △63,603,156  

2,188,217,135  1,867,695,559  320,521,576  　負　債　合　計 1,084,864,338  1,040,175,445  44,688,893  

土 地 1,080,314,720  993,537,220  86,777,500  

建 物 1,002,733,203  588,698,598  414,034,605  

車 両 31,956,123  36,599,377  △4,643,254  

測 定 器 具 17,844,646  24,170,622  △6,325,976  6,087,792,108  6,457,028,674  △369,236,566  

什 器 用 具 55,343,443  47,605,742  7,737,701   (  200,000,000)  (  200,000,000)  (  -  ) 

建 設 仮 勘 定 25,000  177,084,000  △177,059,000  (  5,461,666,050)  (  5,561,666,050)  (△100,000,000) 

43,842,283  43,036,838  805,445  

2,809,665,031  2,904,004,942  △94,339,911  　正 味 財 産 合 計 6,087,792,108  6,457,028,674  △369,236,566  

419,941,601  746,928,711  △326,987,110  

5,461,666,050  5,561,666,050  △100,000,000    負債及び正味財産合計 7,172,656,446  7,497,204,119  △324,547,673  

331,301,784  641,162,997  △309,861,213  

24,477,686  23,407,446  1,070,240  

16,643,015  -     16,643,015  

　 その他固定資産合計 372,422,485  664,570,443  △292,147,958  

　固　定　資　産　合　計 6,034,088,535  6,426,236,493  △392,147,958  

　　　　資  　産　  合  　計 7,172,656,446  7,497,204,119  △324,547,673  

繰 延 税 金 資 産

(2) 特 定 基金 引当 資 産

退 職 給 与 引 当 金

　1．一般正味財産

   (うち基本財産への充当額)

   (うち特定基金引当資産への充当額)

Ⅲ  正味財産の部

  2．固　定　負　債

退 職 給 付 引 当 金

貸　 借　 対　 照　 表

平成 ２２年 ３月 ３１日　現在

　科　　　　目　

現 金 ・ 預 金

　科　　　　目　

　1．流　動　資　産

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

未 払 費 用

預 り 金

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

有 形 固 定 資 産

(1) 基  本  財  産

  2．固　定　資　産

　1．流　動　負　債

未 払 金

そ の 他 流 動 資 産 前 受 金

預 託 金

(3) その他固定資産

   特定基金引当資産合計

有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

預 金

長 期 投 資

－ ３ －



キャッシュ・フロー計算書

       （単位：円）
科　　　　　　　　目 当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　減

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

 １．税引前当期一般正味財産増減額 △502,424,838 11,099,472 △513,524,310 

 ２．キャッシュ・フローへの調整額

減価償却費 127,379,015 103,149,923 24,229,092 

固定資産除却損 74,436,932 7,500,839 66,936,093 

減損損失 －  28,071,110 △28,071,110 

受取利息配当金 △64,475,381 △69,050,412 4,575,031 

退職給付引当金の増加額又は減少額(△) △54,509,156 △295,078,223 240,569,067 

退職給与引当金の増加額又は減少額(△) △9,094,000 △9,673,000 579,000 

貸倒引当金の増加額又は減少額(△) 309,476 825,105 △515,629 

未収入金の増加額(△)又は減少額 △7,617,122 △9,935,664 2,318,542 

その他流動資産の増加額(△)又は減少額 △780,143 △187,632 △592,511 

未払金の増加額又は減少額(△) 55,785,454 93,039,779 △37,254,325 

未払費用の増加額又は減少額(△) △8,762,367 △16,139,799 7,377,432 

預り金の増加額又は減少額(△) 1,650,785 △648,423 2,299,208 

前受金の増加額又は減少額(△) △599,063 △248,215 △350,848 

小　　　計 113,724,430 △168,374,612 282,099,042 

受取利息配当金 63,813,295 67,916,085 △4,102,790 

法人税等の支払額 △2,031,500 △128,392,300 126,360,800 

法人税等の還付額 6,529,562 －  6,529,562 

事業活動によるキャッシュ・フロー △320,389,051 △217,751,355 △102,637,696 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１．投資活動収入

定期預金払戻による収入 90,000,000 －  90,000,000 

有価証券売却による収入 400,000,000 520,000,000 △120,000,000 

特定預金等収入 421,987,110 1,744,191,507 △1,322,204,397 

長期投資収入 14,602,517 13,652,918 949,599 

預託金収入 2,287,440 1,720,480 566,960 

投資活動収入計 928,877,067 2,279,564,905 △1,350,687,838 

２．投資活動支出

定期預金預入による支出 △190,000,000 △90,000,000 △100,000,000 

固定資産取得による支出 △462,920,728 △627,777,348 164,856,620 

有価証券取得による支出 －  △799,961,000 799,961,000 

特定預金等支出 △95,000,000 △470,000,000 375,000,000 

長期投資支出 △9,739,307 △1,200,000 △8,539,307 

預託金支出 △3,357,680 △2,073,270 △1,284,410 

投資活動支出計 △761,017,715 △1,991,011,618 1,229,993,903 

投資活動によるキャッシュ・フロー 167,859,352 288,553,287 △120,693,935 

Ⅲ 現金及び現金同等物の増減額 △152,529,699 70,801,932 △223,331,631 

Ⅳ 現金及び現金同等物の期首残高 767,165,621 696,363,689 70,801,932 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期末残高 614,635,922 767,165,621 △152,529,699 

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

－ ４ －



１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券 ･････ 償却原価法 (定額法)

(2) 固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産 ･･･ 平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)は定額法、

　　　　　　　　 　それ以外は定率法

・無形固定資産 ･･･ 定額法

(3) 引当金の計上基準

・貸倒引当金

　未収入金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上している。　

・退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。過去勤務債務は、発生年度から５年間で定額法により費用処理している。また、

数理計算上の差異は、発生年度の翌年度から５年間で定額法により費用処理している。

（会計方針の変更）

　退職給付債務の計算における割引率については、従来、安全性の高い長期の債券の利回りを

基礎とし、一定期間の利回りの変動を考慮して算定する方法によっていたが、「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正(その3)」(企業会計基準第19号 平成20年7月31日公表分)の適用に

伴い、当年度より、期末日における債券の利回りにより算定している。これによる損益に与え

る影響はない。

・退職給与引当金

　役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

(4) リース取引の処理方法

　リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定基金引当資産の増減額及びその残高

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

－ ５ －

(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

有 価 証 券 200,000,000 － － 200,000,000

200,000,000 － － 200,000,000

特定基金引当資産

有 形 固 定 資 産 1,867,695,559 515,002,963 194,481,387 2,188,217,135

無 形 固 定 資 産 43,036,838 8,140,005 7,334,560 43,842,283

有 価 証 券 2,904,004,942 105,660,089 200,000,000 2,809,665,031

預 金 746,928,711 95,000,000 421,987,110 419,941,601

5,561,666,050 723,803,057 823,803,057 5,461,666,050

5,761,666,050 723,803,057 823,803,057 5,661,666,050合　　計

科　　目

基本財産

小　　計

小　　計



３．基本財産及び特定基金引当資産の財源

一般正味財産から充当している。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

６．税効果会計関係

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

７．リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引関係

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

－ ６ －

(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 1,691,090,739 688,357,536 1,002,733,203

車 両 285,806,790 253,850,667 31,956,123

測 定 器 具 274,206,401 256,361,755 17,844,646

什 器 用 具 243,561,885 188,218,442 55,343,443

計 2,494,665,815 1,386,788,400 1,107,877,415

54,362,477 10,520,194 43,842,283

計 54,362,477 10,520,194 43,842,283

科　　目

有
形
固
定
資
産
定無
資形
産固

水道施設利用権他

(単位：円)
帳簿価額 時　　価 評価損益

国 債 1,325,094,065 1,365,278,000 40,183,935

地 方 債 979,413,404 1,009,688,000 30,274,596

社 債 1,000,152,272 1,018,600,000 18,447,728

3,304,659,741 3,393,566,000 88,906,259

科　　目

合   　計

(単位：円)

金　　　額
退 職給 付引 当金 37,527,486
未 払 賞 与 103,180,703
ソ フ ト ウ エ ア 71,225,196
繰 越 欠 損 金 82,268,301
そ の 他 47,916,339
繰延税金資産小計 342,118,025
評 価 性 引 当 額 △ 145,464,815
繰延税金資産合計 196,653,210

(単位：円)
建　　物

26,600,000

2,726,314

23,873,686

取得価額相当額

減価償却累計額相当額

期末残高相当額

(単位：円)
１年以内 １年超 合　　計

未経過リース料期末残高相当額 475,357 24,687,926 25,163,283



(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

(5) 支払利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

　とし、各期への配分方法については、利息法によっている。

８．オペレーティング・リース取引関係

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

９．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　資金の範囲には、現金及び現金同等物(預入期間が３ヶ月超の定期預金及び特定基金引当資産の

預金は除く)を含めている。

－ ７ －

(単位：円)
支 払 リ ー ス 料 1,644,000

減価償却費相当額 884,210

支 払利 息相 当額 1,190,356

(単位：円)
１年以内 １年超 合　計

未経過 リー ス料 3,300,000 87,975,000 91,275,000



（単位：円）

金　　　　額 摘　　　　　　要 金　　　　額 摘　　　　　　要

804,635,922 大口定期預金 他 240,863,261 物品購入代金

156,007,553 調査業務手数料    38,827,254 478,351,054 未払賞与 387,985718、未払税金 5,455,900 他

180,010,195 
保安業務手数料  116,819,883他

22,768,921 源泉所得税　17,105,334 他

2,131,104  50,632,233 保安業務手数料前受分

△4,216,863 

268,715,869 

23,533,000 

200,000,000 

有 価 証 券 200,000,000 長期国債、地方債

5,461,666,050 6,087,792,108 

土 地 1,080,314,720 事業所用地（本部1，656㎡ほか９ヵ所）

建 物 1,002,733,203 事業所建物

車 両 31,956,123 軽四輪車 他

測 定 器 具 17,844,646 保護継電器試験器 他

什 器 用 具 55,343,443 空調機 他

建 設 仮 勘 定 25,000 事業所建物建設費 

無 形 固 定 資 産 43,842,283 電話加入権、ソフトウェア 他

有 価 証 券 2,809,665,031 国債 1,180,094,065、地方債 829,413,404 他

預 金 419,941,601 大口定期預金 他

331,301,784 電力債 199,994,710 他

24,477,686 敷金 他

16,643,015 

7,172,656,446 7,172,656,446 

預 託 金

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

繰 延 税 金 資 産

合　　　　　　計 合　　　　　　計

退 職 給 与 引 当 金

基 本 財 産

特 定 基 金 引 当 資 産 正 味 財 産

長 期 投 資

退 職 給 付 引 当 金

現 金 ・ 預 金 未 払 金

未 収 入 金 未 払 費 用

繰 延 税 金 資 産 預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 前 受 金

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

財　　　　産　　　　目　　　　録

平 成 ２２ 年 ３ 月 ３１ 日  現 在

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　正　味　財　産　の　部

－ ８ －



  （単位：円）

科        目 予  算  額 決　算　額 差　　異 備 　考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

調 査 業 務 手 数 料 560,720,000 564,600,294 △3,880,294 

保 安 業 務 手 数 料 4,115,000,000 4,098,115,537 16,884,463 

受 取 利 息 ･ 配 当 金 68,604,000 63,813,295 4,790,705 

雑 収 入 45,627,000 48,117,288 △2,490,288 

事業活動収入計 4,789,951,000 4,774,646,414 15,304,586 

２事業活動支出

調 査 業 務 費 625,641,000 594,624,546 31,016,454 

保 安 業 務 費 4,159,577,000 4,130,907,848 28,669,152 

広 報 業 務 費 95,260,000 107,279,718 △12,019,718 

管 理 費 309,188,000 306,708,435 2,479,565 
法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

2,032,000 △4,503,062 6,535,062 

事業活動支出計 5,191,698,000 5,135,017,485 56,680,515 

事 業 活 動 収 支 差 額 △401,747,000 △360,371,071 △41,375,929 

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

固 定 資 産 売 却 収 入 180,000,000 －  180,000,000 

有 価 証 券 償 還 収 入 400,000,000 400,000,000 －  

特定預金等取崩収入 205,529,000 421,987,110 △216,458,110 

長 期 投 資 収 入 12,507,000 14,602,517 △2,095,517 

預 託 金 収 入 －  2,287,440 △2,287,440 

投資活動収入計 798,036,000 838,877,067 △40,841,067 

２投資活動支出

固 定 資 産 取 得 支 出 567,959,000 523,142,968 44,816,032 

有 価 証 券 取 得 支 出 －  －  －  

特 定 預 金 支 出 －  95,000,000 △95,000,000 

長 期 投 資 支 出 －  9,739,307 △9,739,307 

預 託 金 支 出 －  3,357,680 △3,357,680 

投資活動支出計 567,959,000 631,239,955 △63,280,955 

投 資 活 動 収 支 差 額 230,077,000 207,637,112 22,439,888 

当 期 収 支 差 額 △171,670,000 △152,733,959 △18,936,041 

前 期 繰 越 収 支 差 額 338,028,000 318,676,206 19,351,794 

次 期 繰 越 収 支 差 額 166,358,000 165,942,247 415,753 

(注)1．資金の範囲
　　　流動資産（繰延税金資産を除く）及び流動負債

２．次期繰越収支差額の内容

収　　支　　計　　算　　書
平成　２１　年 ４ 月   １ 日 から
平成　２２　年 ３ 月 ３１ 日 まで

－ ９ －

科　　目 前期末残高 当期末残高
流動資産 計 1,002,999,626 958,557,716 
流動負債 計 684,323,420 792,615,469 

次期繰越収支差額 318,676,206 165,942,247 
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